
 
 
 
 
 

 
 

Ⅴ 健康危機管理関係業務 
 

 
 



 

１ 健康危機管理 

 

  食中毒、毒物・劇物、飲料水、医薬品、感染症その他何らかの原因により発生する県民の健康、

生命の安全を脅かす事態が発生し、又は発生するおそれがある場合は、関係法令並びに「青森県危

機管理指針」に従って対応する。 

  なお、個別マニュアル等において別途、健康危機管理体制や初動対応等を定めている場合は、

当該個別マニュアル等の規定に従うこととしている。 

 

 （１）健康危機管理に係る組織 

  ア 地域健康福祉部内対策会議 

    健康福祉部長から設置の指示があった場合、又はその所管する区域内で健康危機が発生し、

健康被害の規模その他の状況により健康危機に係る応急対策を検討する必要があると認めた場

合、保健総室長が設置する。 

  イ 現地危機対策本部 

    危機対策本部が設置され、本部長(知事)が必要と認めた場合、現地に設置される。 

 

 （２）健康危機管理に係る組織図 

     

   【健康危機発生時】 

 

      

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   【危機対策本部設置時】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

連携協力等必要

に応じて健康福

祉部長が主催 

 

 
 

議 長：健康福祉部長 

副議長：健康福祉部次長 

委 員：部内各課長 

 

議 長：健康福祉部長 

副議長：健康福祉部次長 

委 員：各部局主管課長等 

 

 

議 長：保健総室長 

委 員：議長が決定 

 

本  部  長：知事 

副 本 部 長：副知事 

危機管理監：危機管理局長 

危機事案対策部長：健康福祉部長 

本  部  員：本庁各部局長等 

 

 

健康危機管理対策会議 

 

現地本部長：地域県民局長 

副 本 部 長：保健総室長 

本  部  員：現地本部長が決定 

 

地域健康福祉部内対策会議 

連絡調整 

健康福祉部 

地域健康福祉部

健康危機管理対策会議 
健康危機管理庁内連絡会議 

地域健康福祉部内対策会議 

危機対策本部 

健康福祉部 

現地危機対策本部 地域健康福祉部 

本 

庁 
地
域
県
民
局 

連絡調整 

本 

庁 

地
域
県
民
局 

危機管理局 

必要に応じて 

危機管理局長が主催 

連絡調整 
必要に応じて 

知事が設置 
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２ 新型コロナウイルス感染症の対応状況 
 

（１）管内のこれまでの検査状況・陽性者確認状況（令和４年３月 31 日現在） 

 検査件数※ 陰性者数 陽性者数 

東地方保健所 ２，５４３ ２，１０２    ４４１ 

県全体 １９５，５９８ １５９，６９１ ３５，９０７ 

※  他管内で検査した分を含む。 

 

（２）新型コロナウイルス感染症への対応体制 

ア 東青地域保健医療現地調整本部の設置 

   保健総室（東地方保健所）に保健医療現地調整本部を設置し、所員全員は次のいずれ

かの作業班に属し、ＰＣＲ検査対象者の受診調整、積極的疫学調査、濃厚接触者の健康

観察及び情報管理等の業務に従事し、新型コロナウイルス感染症対策にあたっている。  
 

【 現地対策本部体制図 】

１ 濃厚接触者の健康観
 察

２ 陰性告知

３療養解除後の支援
  生活の注意点につい
 て説明

４ 自宅療養調整、自宅
 療養患者の健康観察

５ 帰国者フォローアッ
 プシステムの入力、確
 認

６ 後遺症の確認

総務・情報管理班 医療対策・検査業務班 疫学調査班 健康観察班

本部長(所長)

実務統括(次長)

１ 情報管理
（１）感染者情報入力
（２）所全体クロノロ
    管理

２ 事務支援
（１）HER-SYS入力
（２）各種文書作成発
    送
      入院等勧告、開
    始通知依頼文書

３ 資機材調達
（１）検体採取物品
（２）自宅療養者への
    必要物品配布、回
    収

４ 検査結果の整理

１ ＰＣＲ検査対象者の
  受診調整

２ 検体採取、回収

３ 検体搬入の検査機関
 と県本部との調整

４ 陽性者のスクリーニ
 ング、入院調整

５ 入院後のフォロー

６ 宿泊療養調整

７ 患者搬送業務

８ 電話相談

９ Web会議資料作成

１ 積極的疫学調査
（１）陽性告知
（２）陽性告知後の調
    査

２ ファイル作成
   個票（ケース票）、
   調査項目シート等の
 作成

 

※ クラスター発生時等現地調整本部の業務量の増加に応じて、地域健康福祉部他総室

をはじめ地域県民局全体で業務支援を行う体制を構築している。 
 

イ 相談体制 

   受診・相談センター（東地方保健所）に専門の電話相談員を配置し対応している。  
     相談件数  １，１１５件（令和４年３月 31 日現在） 

 

（３）医療対策会議の開催 

   令和２年度まで対面で実施された本会議は、令和３年度から月２回程度実施される青

森市保健所主催のＷｅｂミーティング「新型コロナウイルス感染症東青地域重点・協力

医療機関等による連絡会」として実施され、圏域の重点・協力医療機関、青森市医師会

及び行政(青森市保健所及び東地方保健所)で構成する医療対策会議を開催、地域の感染

状況に応じた医療体制の構築について協議し医療体制の整備を図っている。 
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（４）医療体制 

ア 帰国者・接触者外来の設置（令和４年３月 31 日現在、７医療機関・非公表） 

      帰国者・接触者外来は、受診・相談センター(東地方保健所)で受け付けた相談のうち、

受診が必要と判断された疑い例について、受診手順を理解した状態で疑い例が受診する

ことで十分な感染防止を行うという趣旨から一般への公表は行っていない。 

 

イ 入院医療機関（令和４年３月 31 日現在） 

重点医療機関（８医療機関121床） 協力医療機関（３医療機関７床）

施
設
要
件

① 病棟単位で患者・疑い患者用の病床を確保して
　いること。
② 確保病床において、酸素投与及び呼吸モニタリ
 ングが可能であること。
③ 療養病床ではないこと。（一般病床への種別変
 更を受け入れること。）

① 疑い患者専用の個室を設定して、疑い患者を受
 け入れるための病床を確保していること。
② 確保病床において、酸素投与及び呼吸モニタリ
 ングが可能であること。
③ 疑い患者を受け入れるための病床は、個室で
 あり、トイレやシャワーなど他の患者と独立した
 動線であること。
④ 疑い患者に対して必要な検体採取が行えるこ
 と。
⑤ 療養病床ではないこと。（一般病床への種別変
 更を受け入れること。）

受

入

患

者

要

件

① 既にＰＣＲ検査又は抗原検査で陽性と確定して
 いる患者
② 新型コロナウイルスに感染している恐れがある
 と医師が認めた、入院医療が必要な患者

新型コロナウイルスに感染している恐れがある
と医師が認めた、入院医療が必要な患者

機
能
要
件

重点医療機関の管理者は、都道府県に対してあら
かじめ日々の対象となる患者の受入可能数と最大
受入可能数を示し、都道府県調整本部から入院患
者受け入れ要請があった場合、原則速やかに受け
入れること。

 重点医療機関の機能要件と同じ

指
定

① 指定にあたっては、都道府県によって常時指定する医療機関、感染の流行状況に応じて柔軟に指
 定・解除を行う医療機関を設けることができ、都道府県が書面で通知する。都道府県は重点・協力医
 療機関を指定した場合には厚生労働省に報告する。
② 重点・協力医療機関の指定の方針については、都道府県で設置する協議会に諮った上で、厚生労働
　省に報告して決定すること。都道府県は、G-MIS等で運用状況を確認し、必要に応じ協議会に諮った
　上で、厚生労働省に報告して方針を見直す。

 

 

（５）精神病院に対する感染対策講習会の実施 

   精神病院において新型コロナウイルス感染症が発生した場合、治療が困難な状況にな

ることから感染予防を徹底することとし、現地で個人防護具の着脱訓練を含む感染対策

研修を実施した。 

実施医療機関：３機関（芙蓉会病院、浅虫温泉病院、青い森病院） 

 

（６）クラスター発生施設への感染拡大防止対策の指導 

    新型コロナウイルス感染症のクラスターが発生した保育園に対して立ち入り調査を実

施し、感染拡大防止対策及びクラスター発生に至った原因究明、再発防止について指導

を行った。 
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